The Value Added Concept of Japanese Enterprise by 小川 洌
15
わが国企業に対する付加価値配分
　　　方式の遼用とその問題点
小　　川 渕
1。付加価値の測定と配分
　賃金または賞与の決定にあたって，経営の成果をなんらかの形で反映させよ
うといういわゆる成果配分方式は，いろいろな形のものが提案されている。
そのなかでも第2次大戦前後から，いわゆる付加価値の測定によって，成果配
分を行なおうという付加価値配分方式がアメリカのラッカー（A．W．Rucker）
やドィッのレーマソ（M・R．Lεbma㎜）などによって積極的に提唱されて，世
界各国において理論的にも実務的にもきわめて大きな関心を集め，またわカ掴
でも約10年前この方法が紹介されてから大きな論争をまきおこし，近年ではい
くつかの企業において適用されるまでにいたった。
　付加価値配分方式とは，企業の売上高または生産高から，原材料費など勉企
業から購入した生産物を控除して付加価値を求め，付加価値のなかから労働へ
配分される部分と資本へ配分される部分とを合理的に決定することによって，
経営成果の内容に見合った労務費の決定を行なおうとするものである。
　付加価値の構成要素は，配当金，利子たどの資本に帰属する部分，賃金・給
与などの労働へ帰属する部分，税金などの政府活動に対して帰属する部分に分
げられることから，この方武は一般に2つの意味をもっているといわれる。
　すなわち，第1ぱ，付加価値を増加することが，労働配分および資本配分を
増加させることになるので，労使とも付加価値の増加に対して関心が向けられ
るということ。第2は，付加価値を労働と資本とに合理的に配分する方法が定
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められれぱ，労使聞の紛争をやわらげることができるということである。
　ところが，最近この分配方武の適用について，いくつかの間題点が明らかに
たってきた。とくに資本と労働との配分率を過去の平均によって固定化すると
いうラヅカー・プランに対して多角的な批半ヨがあびせられてい私
　ここにいうラヅカー・プラ：■とは，付加価値配分方式の一種であって，ラヅ
カーが1899年から約70年間にわたってアメリカの工業セソサスを調査した結果
主張されたプラソであ私すなわち，アメリカの工業セソサスによれぱ企業の
賃金総額は好況不況など時代の変化にかかわらず付加価値とつねに一定の比例
的関係をもって変動しており，しかも付加価値に占める賃金総額の割合は平均
39，395バーセソトであり，標準偏差は1，663であった。そこでラヅカーは，こ
の事実を基礎とLて，企業の賃金決定にあたっては，それぞれの企業の過去の
配分率を基礎として，今後は付加価値の変動に比例的にスライドさせて賃金総
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）額を決定せよという賃金配分プランを主張したのである。
　ラヅカー・プランに対する批判は，労働および資本の2つの側から行たわれ
ている。とくに労働の側からは，製品価格の下落や設備投資が失敗した場合た
どにおいて，労働老の賃金が不当に低く押えられるという批判が提起されてい
るo
　また資本の側からは，技術革新にもとづく設備投資からの資本回収が十分で
きないという批判がたされている。
　そこで以下，わが国における付加価値配分方式の一般的た問題点について若
干の考察を行ない，さらに最近筆老が直接調査Lたいくつかの事例のなかから
その具体的な間題点を検討Lてみよう。たおここで紹介する事例ぼ，わが国で
早くから付加価値配分方式を採用しながら，この方式の実施を中止LたNピス
トンリソグ，約3年前付加価値配分方式の採剛こ踏み切った丁熱学工業，およ
びその他若干の事例である。
　（注）　ラッカー・プランおよびレーマン・ブランについては拙稿「生産性会計の間題
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点」（早稲田商学第161号）および「二つの生産性測定論」実務会計昭和40年11
月号を参照されたい。
2．わが国における付加価値配分の間題点
　わが国の企業について算出した付加価値が，資本と労働とにどのように配分
されたかを測定する場合，まず第一に間題となる点はすでにのべたアメリカの
場合にくらべて，その配分関係がかなり流動的であるという事実である。（第
一表参照）しかも労働への分配率は，昭和31年上期から同38年下期の7年間に
約7パーセソトの下落をみせている。ことに昭和33年から同39年までの閻に急
激な落込みがみられる。
　この事実から，基本的に二つの解釈が成り立つ。すなわち第一は，わが国の
場合は付加価値と人件費との関係がきわめて流動的かつ不規則であるため，付
加価値は人件費の決定に関するなんらの資料とはなりえないという考え方であ
るo
　これに対して第二の見解は，一見不規貝uのようにみえるわが国企業の付加価
第一表　付加倣値分配率（製造業）
期
別 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度
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純利益 23．126・5「25・521318，218．521926．127，3　「40，8！39．827．124．923820．118．920．622．7
■
人件費 47．645．8i45，346647．245．844．2 39．339．439，540．840．539．83 ．6
『
金融費用 11．210．2110．913，615，315．213．7
、λ。1。孔。
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（日本銀行「主要企業経営分析」より）
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値と人件費との関係は，より詳紙な分析をカ目えればそこに］定の関係を見出す
ことができるというものである。
　前老の見解もしぱしぱ主張されるところであるが，ここでは後老の見解に立
ってさらに問題の分析をすすめたい。
　さて後者の見解に立った場合，さらにつぎの二つの解釈が可能と考えられ
る。まず第一は，わが国の企業でも分配率が変動的であったのは昭和34年まで
で，それ以後は多少の振動を続げながら比較的安定的に推移しているという事
実に注目する。すなわち，昭和34年はわが国企業の近代化の第一段階が終了し
た時期で，各企業とも一応設備投資が一巡し，それが稼動したときという事実
を考慮すれぱ説明できるのではないかとするのである。そして，生産設備が近
代化されたあとは労働分配率は一定であり，しかもアメリカの企業と同じよう
に40パーセント前後に落付くことになったと解釈するのである。この主張は，
シュタィソドル（Steindo1）がアメリカの産業構造分析において示した考え方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωをわが国の企業に適用した場合，より一層明確なものとなろ㌦
　いずれにしても，この事実は，わが国の企業構造がアメリカ型に近づいたこ
とを意味するのだろうか。しかし，昭和34年以後一定といっても，まだ数年し
か経過していないので，これがどれほど安定的た数値といえるかどうか若干の
疑問が残る。
　またラヅカーの付カロ価値算出の方式は生産高から原材料費・エネルギー費を
控除Lただけであるのに対Lて，目本銀行の調査における付加価値算出方式は
原材料・エネルギー費のほかに，いわゆる外部用役費，すならち広告宣伝費，
保険料，保管料，運賃，通信費なども前給付原価とLて付加価値から控除Lて
いるので，日銀の算出方式の方が，ラッカーの方法よりも付加価値を小さく計
算することになるという点も問題である。
　さらにラヅカーは，人件費のなかにいわゆる賃金のみしか含めないのに対し
て，目銀調査の場合の人件費は賃金以外に事務員の給料手当，および役員給料手
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当を含めている。したがって，日銀調査の方がラッカーの場合よりも人件費の
範囲を広く計算している。そこで，わが国の労働分配率をラッカーと同じ方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　121で計算すれぱ現在では40パーセソトをかたり下廼るのではないかと推定され私
　しかしこのようにいくつかの間題があるとしても．昭和34年以降かなり安定
した分配率の推移がみられるということは輿味深い事実であり，今後の動向に
ついて重大な関心をもって注冒する必要があろう。
　つぎにわが国企業の労働分配状況についての第二の解釈は，わが国の賃金は
終身雇傭制度や年功序列型賃金制度のため，固定的でしかも下方硬直的な傾向
がきわめて強く，付加価値と賃金総額とが比例的関係を示す根拠にとぼしいと
いう論理に立ち，賃金総額を園定部分と変動都分とに分解し，変動部分と付加
価値との相関関係を問題とすることによって説明しようとするものである。っ
まりここでは付加価値全体と賃金総額との分配関係が問題なのではなく，付加
価値の増加一単位あたりの賃金分配関係つまり増分分配関係が問題なのであ
る。増分付加価値と賃金との関係を増分分配率または隈界分配率という。この
関係を図で示せぼつぎのごとくになる。（第一，第二，第三図参照）
　これらの表によって単純分配と増分分配との相違が明らかになるだろう。
　増分分配はつぎの式によって説明される。
質
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　　　Yヨa＋b　X
　　　Y＝賃金総額
　　　X；付加価値額
　　　a＝賃金固定部分
　　　b＝増分分配率
　この関係によって分配率を決定した場合，付加価値が増加すれば労働に対す
る分配率は単純分配率によって分配する場合にくらべて相対的に低下する。反
対に付加価値が減少した場合には，労働に対する分配率は単純分配の方が増分
分配にくらべて相対的に低下することになる。
　しかし，一般に企業ぱ成長の過程をたどるのが普通であるから，付加価値は
原則的に年々増加するものと考えられる。しがたって，増分分配率によって分
配関係を規定した場合，労働側に不利，資本側に有利という結果が生ずること
が多い。（第三図参照）
　この増分分配と単純分配との差は，資本側にとってぱ合理化による資本回収
費用にあてられる部分と解されるであろうし，労働側からは，本来労働側に配
分されるべき部分が配分されなかったものと考えられるであろ㌔
　それはともかく，増分分配率の計算にあたって，重ず問題となる賃金の固定
部分と変動部分をどのようにして分離するかにある。この場合・個別法つまり
賃金の内容をそれぞれ検討して，たとえぼ基本給は固定部分，時聞外手当は変
動部分というように分離する方法は実際には適用できない。なぜなら，この場
合，第一に労働者の追カロ投入という状態が混入するので，現在の労働者につい
てこのような計算をしても意味がないし，第二にたとえば賞与のようなものに
ついては，固定部分と変動部分とを区別する明確な基準が見出しにくいからで
ある。
　このような理由から，分離を行たう場合は，遇去の統計数値を基礎として最
小自乗法の計算によって行なうのが一般的である。この計算の基本公式を示せ
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ぽつぎの通りである。
　　　Y＝a＋b　X
　　　　　ΣXΣY－nΣxy　　　a一　　　（ΣX）2－nΣX2
　　　　　Σy－bΣx　　　a＝　　　　　　　　　一
　　　　　　　　n
　　　　　　　n＝年度の数
　この式から固定賃金部分aと増分分配率bとが算定されるが，この固定賃金
都分はたとえぱ付加価値0のときにそれだけの賃金が支払われるということを
保証するものではなくて，単に統計的分析によって計算上仮定された値にすぎ
恋い。したがって，この増分分配率にもとづいて賃金への配分を実際に決定し
ようとする場合には，労働組合を納得させることは一般に困難たことが多い。
　いずれにしても，この増分分配率によって，わが国の分配状況はどのように
説明されるだろうか。筆者が日銀の統計資料にもとづいて最小自乗法によって
計算した結果はつぎの通りである。なお，この計算は昭和31年下期から昭和38
年下期までの資料にもとづいたものであ私（昭和39年上期から日銀の統計内
容が若干変更され，数値的達続性がなくなったので昭和38年までにとどめた）。
（第二表参照）
　このように，業種によっては食品のようにマイナスの固定部分がでたり，鉱
業や石炭のように相関度のいちぢるしく低いものがあったりするが，大体にお
いてO．99以上の相関度をもった業種がかたり多いという事実が明らかになろ
う。また昭和31年下期および昭和38年下期の単純分配率と比較すると興味深い
毛のがあろうo
　このように増分分配率による相関度が一般に高いという事実は，設備投資に
よる合理化の影響と解されるが，しかし，個々の企業に対してこの分配率をそ
のまま適用することは妥当かどうかは若干問題があろう。というのは，個々の
企業の場合は設騰投資による新工場の稼動などのような経営構造が基本的に変
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勉昭和31年下期～昭和38年下期第二表
増分1分配率1相関度 単純分配率
昭和31／下昭和38／下圏定部分
?????????????????????????????????????????45．19
45．82
43．23
34．31
35．55
39．91
42．69
74．37
48．86
52．59
25．92
44．34
39．18
31．91
47．84
37．37
38．97
55．16
51．24
55．35
61．98
39．61
61．11
66．17
49．51
72．26
37，43
??? ????????????????? ?????? ????????? ?? ??　　1，086，983．320
　　　532，990．195
　　　　21，720．466
　　　　27，846，147
△　　　6，786．785
　　　　61，215．771
　　　　29，459．240
　　　　　8，620．368
　　　　87，938．237
　　　　56，620．577
　　　　22，360．995
　　　　　　　258．361
　　　　　4，835．146
　　　　　6，307．047
　　　125，047．266
　　　　　5，194．946
　　　　　2，354．719
　　　　24，134．126
　　　　47，500．464
　　　158，127．993
　　　　42，249．048
　　　　38，367．656
　　　　10，607．739
　　　390，707．583
　　　　　9，845．004
　　　136，331．296
　　　162，451，321
??????????? ????? ????
化する事態がしばしぱ生じ，統計分析にあたっての障害が多いからである。こ
の関係は，製造業全体とか業種全体についての統計にたると，問題は異なり，
そこでは個々の企業の特殊事情は全体の数値のなかで相殺されて，前記のよラ
な比較的相関した結果がでてくる可能性が強いのであ私
6R2
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　以上，若干の問題があるにもかかわらず，わが国の企業においては付加価値
を労務管理上の資料として利用することが比較的多く行なわれるようになって
きた。わが国における付加価値利用の実態は，おおよそ次の二種にわげられる
だろう。
　第一は，企業の管理者が付加価債の数値を管理上の資料として算定し・さら
にこれにもとづき，計算上の労務費総額を算出するという方法であ私この場
合，貧金そのものは他企業との比較，物価の上昇，初任給の高騰など各種の要
素によって実際に決定されるとしても，管理者は実際に決定された賃金と計算
上の賃金との差異を分析し，賃金決定の結果について批判する手がかりとし，
同時にそれが経営に対してもたらす影響などを分析する上での重要な資料とす
乱また経営の立場から今後におげる賃金の理想額を算定したり，これにもと
づく企業の労務費支出能力がその企業の必要とする労働力を十分調達できるか
などを予濁したり計画したりする上での重要た資料とするというような方法で
ある。
　このような付加価値計算の利用法は，比較的多くの企業において試みられて
い乱もっともそれは完全な形で利用しているところは比較的少なく，いまだ
に都分的にのみ利用されているのが大部分である。
　第二は，付加価値の分析にもとづいて労働配分額を算定し，それによって企
業の支払う実際の賛金総額を決定しようとする方法である。この方法は，いわ
ゆる生産性賃金の実施に付加価値分析を直接利用しようとするものである。ラ
ッヵ一やレーマソたどの主張によれぽ，これこそ付加価値分析の本来の利用法
ということにたるo
　しかし，わが国の場合，生産性測定のみによって賃金を決定しているところ
は比較的少ない。その理由は，わが国においては労働者の解雇や賃金の切下げ
などはほとんどでき底いからである。このことぱヨー1コッパやアメリカなどで
も労働組合が本来的活動を行たっている企業では同様であるが，いずれにして
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も，このようなケースにおいて企業は労働協約その他の規定において定められ
た賛金を毎月支払い，他方，会計年度中の付加価値を測定してそれによって労
働配分額を決定し，規定にもとづいて支払った賃金総額と比較して剰余金がで
た場合，それを「生産性賞与金」などの名目で通常の賞与にブラスして支給す
るo
　生産性賞与額；付加価値測定による労働配分額一麦払賃金総額
　そLて，一般に最低賃金額を保＝障Lているところが多い。重た，付加価値測
定による労働配分総額と支払賃金総額との差が一定額以上になる場合には，そ
の部分について会杜側が留保し，不況その他の理由で労働配分総額が支払賃金
総額よりも低くたった場合の補給金とするために積立てるというケースも多
い。このような方法は，近年，ラッカーも推奨している。
注（1）シュタインドル（Steindol）は，その著rアメリカにおげる資本主義の成熟と
　　停滞」において，景気に大きな変動なく，そして大規模な技術革新の影響がなげ
　　れば，付加価値と人件費との関係はほぽ比例的に推移すると指摘Lている。この
　　間題については，拙稿r二つの生産性測定論」を参照されたい。
　（2，もっとも，目銀の調査でも人件費の内訳として，事務員総料・手当などを除い
　　た労務費の付加価値構成比を計算している。たとえば，昭和38年下期の製造業平
　　均ば31．8パーセントである。これは人件費構成比38．6バーセントにくらべて約
　　6．3パーセント少ない。また労務費の構成比は人件費の構成比にくらべてやや相
　　関慶は高くなっている。しかしいずれにしても，ラヅカーの揚合は付加価値の範
　　囲額は目銀の調査より大きく計算されているから，ラヅカー式に計算したとすれ
　　ぱ人件費構成比および労務費構成比はさらに小さくなるのである。
3．　Nピストンリングの事例にみる付加価値配分方式
　　の間題点
　前段までにおいて，わが国におげる付加価値配分方式の一般的問題点につい
て述べたが，本節以降，わが国企業の個別的事例を中心としてさらにその問題
点を具題的に検討してみよう。
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　まず，Nピストソリソグ株武会杜の事例について検討す乱当杜は自動車用
ピストソリソグ，船舶用リソグ，ライナーその他の製造販売を行なう資本金13
億円のピストリソグ専業メーカーである。従業員2300人のいわゆる中堅企業で・
かねてから付加価値測定による成果配分方式を採用し，その方法がきわめて独
創的かつ意慾に富んだものであるところから研究家や実務界の注目を集め，い
くつかの文献にも紹介され，また，他の会杜の配分方式にも影響をあたえ，こ
の分野のバイオニア的存在として知られていた。
　ところが，同杜は，昭和37年上期をもってこの配分方式を事実上中止するに
いたったのである。約5年問にもわたって付加価値配分方式を実施し，その方
式も妥当なものと一般に認められていた同杜が，なぜこの方式を中止したのだ
ろうか。
　まず，問題点を検討する前に，Nピストリソグ杜で実施していた付加価値配
分方式の概要とその採用の経緯を明らかにしよう。
　同杜は，すでにのべたように自動車用，船舶用その他各種のベアリソグの生
産を行なう企業であり，とくに昭和年33以後の業績はきわめて順調な発展を示
している。
　それは次の資料からも裏付げることができる。
　　　　　　　　　昭和33年　　　昭和40年（40・上）
　　資本金　　2億2500万円　　13億5150万円
　　利益　6900万円2億2500万円
　　従業員　　　1200人　　　2300人
　同杜の従業員2300人はすべて常雇従業員であり，このうち組合員は2200人，
課長以上の管理職は組合に加入していない。なお同杜の組合は総同盟（現在同
盟会議）に加盟している。
　同杜が付加価値配分方式を採用したのは，昭和33年上期からである。探用の
・そもそものキヅカケは，昭和32年の年末手当の組合側要求2．18ヵ月をめぐっ
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て，会杜側と組合側との聞に論議がたたかわされた際，その論争の過程から生
じたのであったo
　会杜側は，賃金は次期の生産・販売の見通しに立って合理的に決定されねぱ
ならないとの発想のもとに，組合側と交渉を行在ったが，以後それを基礎にし
た賃金決定方式として，付加価値配分方式の採用を決意し，組合側の協力をえ
て実施に踏切ったのであった。
　同杜は付加価値配分方武の採用にあたって，生産性本部の指導をうけた。ラ
ヅヵ一・プラソ，スキャソロソ・プランなどを参考にし，さらに同杜独自の構
想を加味Lてそれを決定した。
　同杜の付加価値配分方式は，労働協約によって定められていて，つぎの期末
手当総額の算定数式を基礎にしていた。
毎期／（生産苧売高一外注費）・有効率一（原材料費・消耗品費・燃料費，
電力料・時間外手当・雑給）／・・…劣一鯛中の組合員給与一期末手当
　この数式は付加価値算出の一般公式，生産高一原材料：付加価値，を同杜の
実状に適合するように変形させたもので，その特徴は
（1）生産高と販売額を相加平均していること
（2）有効率を掛けること
（3）付加価値控除項目に蒔間外手当を加えていることなどである。
　なお有効率とは，次期以降において生ずる飯売製品の値引，返品，貸倒の発
生率の逆数で，その算出公式はつぎのとおりである。
　有効率は，生産高＞販売額のとき97．5％
　　　　　　生産高≒販売額のとき98％
　　　　　　生産高＜販売額のとき98．5劣
　　　　　　　（以上すべて協約による）
　また，分配率の48．35パーセソトは，昭和28年から32年まで約5年間の配分
実績を基礎にして決定されたものである。配分率48．35パーセントによって算
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定された期末手当が1ヵ月に満たない場合でも，会杜は1ヵ月分までは保障し
て支払う。また上期1，5ヵ月分，下期2ヵ月分を超える場合には，趨えた額に
ついて会杜側と組合側とで折半して分配す孔
　つぎに同杜は，このような付加価値の配分制度を，労使合同の委員会によっ
て運営した。その委員会は，つぎの3つから成っている。
　　研究都会　測定部会　広報都会
　これらの委員会はいわば労使間の生産性協議会ともいうべきもので，労使間
でほぼ同数の約12．3名のメソバー・によって構成されている。
　これらの委員会のうち，研究部会は他杜の事例などを検討し，よりよい配分
方式の可能性について討議する。また，たとえば生産奨励金在どについてその
改善の方法を研究する部会でもある。
　測定部会は，付加価値の測定についての部会であり，しかも工場別，原価部
門別，製品別などの測定を行なって非能率の原因や場所を確認し，その対策を
討議するための部会である。
　広報部会は，会杜の生産性の状況を従業員に周知させるための部会である。
「生産性ニュース」という杜内報を発行して，そのときどきの生産性の問題を
P　Rし，また毎月生産性の実績をパーセソトで発表し，従業員の生産性に対す
る理解と認識を深め生産性向上に対する意識を増進することを目的としている。
　同杜の付加価値配分方式は，配分に関する労使協議翻までも整傭して理想的
なスタイルと準備のもとに昭和33年からスタートしたのだが，その初期におい
ては48．35パーセソトという配分率にもとづく源資総額は，期閻中の組合員給
与総額を控除すると，最低保障の期末手当の1ヵ月に満たず，しかたなく会杜
側がその都度1ヵ月を保障するという形で捷移Lた。
　しかしその当時にあっては，比較的支障なく運営され，期末手当を会杜側が
保障しなげれぱならないという難点はあったが，従業員の能率意識はこれによ
ってきわめて向上した。労使協同の委員会，たとえぱ測定委員などで，付加価
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値生産性の指標を検討して，能率向上のための具体的方策を実施するという作
業を行なうまでにいたったのである。
　そのこともあって，会杜の業績はしだいに向上し，とくに昭和35年からはそ
の成果がいちじ。るしく上がって，当初において会杜が最低1ヵ月を保障するた
めに麦出したいわば赤字分は，まもなく付加価値の増加によって完全に摸補す
るまでにいたり，その後も付加価値に48．35パーセントを乗じた金額は・協定
による上期1．5ヵ月，下期2ヵ月の上隈を大幅に上回り，会杜側が折半して配
分をうける金額はかたりのものとなり，それにもとづく杜内留保もかなりの額
に達した。
　ところが，皮肉にも同杜における付加価値配分方式の破綻は，このように会
杜の業績が向上し，付加価値配分方式の成果も一応あがり，すべてが軌道にの
ったように思われたときに生じたのである。
　その破綻の原因はつぎの3点にしぼることができ乱
　1　48．35パーセソトという労働分配率に対し，会杜側の不満が高童ってき
　　たこと。
　2　会杜側留保額（上期1．5ヵ月分，下期2ヵ月分をオーバーした額の半
　　分）に対する労使の見解の相違が表面化したこh
　3　付加価値配分方式が組織的に軌道にのるにしたがって，組合側が経営指
　　導や径営管理に対Lて介入するようになり，これを会杜側が好まなかった
　　こと。
　まず第1の間題についてさらに詳綱にのべよう。
　48．35バーセントという労働配分率に対して，会杜側の不満が高まったのは，
昭和35年以降付加価値が大幅に増加を示すようになってからである。
　このような付加価値の増カロは，会杜側にいわせれば，製品単価の上昇と設傭
投資による生産合理化が大きく貢献Lていることになる。したがって，その増
加部分48，35パーセントが組合側に配分されることは，経営にとっては労務費
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過大となり，反対に設傭投資した資本が十分回収できず，その結果，技術革新
に立ち遅れ，経営の成長をさまたげる繕果になるというのである。
　また48，35パーセソトという労働配分は，昭和28年から32年までの実績にも
とづいて決定したのであるが，この時期の賃金は現在にくらべると生活給的要
素がひじょうに強く，したがって，経営の経理に対する労務費のウェイトは異
常に高かった。かくて，当時の分配率をそのまま現在でも適用するのは不合理
であるというのである。
　同杜の場合，それを調整するために，上期1．5ヵ月分，下期2ヵ月分の期末
手当を超えた金額は，労使間で折半するという方法によって労働配分の遇大化
を防ぎ，不況に備えるための方策がとられている。しかし，期末手当で調整す
るという方法は，基本給が上昇すれぱ効果ぼほとんどたくなるため，あまり意
味がなかったし，また会杜留保部分は，その解釈をめぐって労使聞の紛争のタ
ネをつくることにもなったo
　第2の間題は，付加価値配分方式の採用当時，会杜留保部分についての意義
を明確にしなかったことにそもそもの原因があったように思われる。
　会杜側はこの留保部分は会杜の資本費用にあてられるべきものであり，会杜
が自由に処分できるものと考えていた。それに対し組合側は，本来賃金として
麦払われるべきものを会杜に一時積み立てておくもので，その処分は組合の同
意のもとに，賃金の支払いのみに使用すべきものであると考えていた。
　この見解の相違は，スター一トの当時においては・生産性が比較的低かったの
で問題になら改かったが，その後生産性が向上し，会杜留保部分が増加したと
きに表面化したのである。
　すなわち，組合は賃金交渉にあたって，べ一ス・アヅプのために会杜留保部
分の取崩しを要求し，会杜側と根本的な対立を生じた。ちなみに，同杜の付加
価値配分計算は，純粋に労務費決定のためのもので，会杜の経理上の数値と直
結するものではなく，会杜留保部分といっても，「生産性積立金」のようなも
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のが財務諸表に計上されているわけではなかった。
　第3の間題は，成果配分間題について，しぱしぱ趨りがちのことである。組
合側は付加価値配分によって経営の生産成果に参加する場合には，当然，その
生産成果の創造に直接関係のある，会杜の経営指導や意思決定に関心をもち，
それが組合員にとって有利であるかどうかについて検討し，発言するようにな
る。
　同杜の場合，労使協議制をとって，かたり組合員の意見を反映するように努
力していたようであるが，しかしそれは生産技術的問題や作業現場における問
題に隈られていて，いわゆる経営におげるr本来の意思決定」に関する間題，
たとえば，設備投資や財務政策などについて組合の干渉をうけることを好また
かったようて1’あるo
　このことは，わが国の経営者に共通した意識と考えられるが，ドイツにおげ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）る共同決定制の進展と比較すると輿味深いものがある。
　Nピストンリソグが付カロ価値配分方式を中止した直接のキヅカケは，昭和37
年下期の期末手当の交渉にあたって，会杜側が配分方式の変更を組合側に申し
入れたことにあった。会杜側は配分方式がいろいろな条件の変化によって不合
理な面がでてきたとの理由から，つぎのような変更を申レ入れたのである。
（1）労働分配率を変更する
（2）　r期聞中の組合員給与」のなかに退職金および厚生福利費を加える
（3）付加価値の控除項目として，減価償却費および他人資本利子を加える
　しかし・この変更プラソは組合員の多数を納得させることができず，付加魎
値配分方式は一応凍結することで組合側との問に一応の了解が成立し，ついに
この方式を中止するにいたったのである。会杜側はその後，筆者が調査した昭
和41年現在においては，この方式を復活させることは考えていたいようである。
　また組合側も成果配分に全面的に協力するという考え方が大きく後退し，賃
金は材料費と同様にコストであるという立場から，要求を行なうという立場に
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変化したのである。
　同杜の場合，付カロ価値配分方式は中止したが，前にのべた「測定部会」はそ
のまま存続させているという。つまり能率向上に関係のあるところだけは残し
たということになるo
　さて中止後における同杜の賃金の交渉は，またもとの方式にもどったのであ
るが，そこで実際に決った賃金は，付加価値配分方式によって算定すると，問
題の48．35パーセ＝■トよりは下回っているようである。
　付加価値配分方式は中止したが，もちろん会杜側は付加価値配分計算の結果
を，経営管理上・労務政策上の資料として活用していることはいうまでもたい。
　（注）　労資共議制の場合にLぱしぱ問題となる点は，経営のフオーマルな管理組織が
　　　みだされるという点と，タイミングの合った敏速な意見決定が遅れがちになると
　　　いうことである。要は，これらのマイナス面と，労使関係の安定とい5プラス面
　　　とを比較して，総合的に判断すべき間題であろ㌔
4．　丁熱学工業の付加価値配分方式
　丁熱学工業株式会杜は，冷暖房換気装置・温湿度調整装置・工業用水冷却塔
その他の設計・施工を行なう，資本金2億6000万円（株式は非公開）従業員
627人の企業である。
　このように同杜は，プラソトの設計・施工を業とする企業であるため，いわ
ゆる生産設備といわれるよう液ものはほとんどたく・固定資産といえぱ・本杜・
支店，出張所などを中心としたもので・その経営に占めるウェイトはいちじる
Lく低い。
　その半面，これら技術者の作業能力や努カが経営成績にきわめて大きな影響
をあたえるという特色を有している。昭和39年度における工事高は100億円を
上回り，毎年安定した成長をたどっている。なお組合は，杜員組合と工員組合
とに分かれ，いずれも上部団体には属していない。
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　同杜は付加価値配分方式を約2年前から採用している。採用の動機は，会杜
側が経営的に安定し，Lかも従業員の経営責任・管理責任を高めるような賃金
制度の確立をめざしたことにはじま私当蒔，同杜は経営規模の拡大にともな
って，組織を近代化する必要に迫られていた。そこで一連の組織改革の一環と
して，給与制度改革の提案が行なわれたのであ私
　会杜ぱ種々検討の結果，それにふさわしいものとして付カロ価値配分方式の採
用を決意した。また組合側のこの問題に対する関心も高くきわめて協力的であ
ったので，約1年問の研究期間をへて実施に踏み切ったのである。
　同杜の付加価値配分方式は，日銀の「主要企業経営分析調査」において示さ
れている計算公式を基本モデルとし，それに同杜独自の方式を加味して決定さ
れた。それは次のごときものである。
　人件費十杜内留保十杜外流出＝付加価値
　この式において端的に示されているように，同杜では付加価値を3つの要素
から成るものと基本的に理解してい乱
　そして集計法にもとづいて，純利益をべ一スとし，付加価値に算入される項
目を加算することによって付加価値の総額を算定し，それに一定の労働分配率
を乗じて労働分配額を求め，さらに支払絵与および厚生橿利費を控除して賞与
額を算出する。
　（付加価値X　r）一支払給与・厚生福利費＝賞与総額
　なお杜内留保は減価償1却費その他の引当金および積立金で構成され，杜外流
出は，配当金，他人資本利子および税金が含童れる。
　付加価値に対して乗ずる労働分配率は，過去の分配率の平均を基礎とし，さ
らに各種の条件を考慮して決定された。
　この分配率は，当初一応1年問試験的に実施するということでスタートした
が，1年経過した後もなんら支障を生じなかったので，引統いて適用されてい
乱しかしこの分配率は，次の異常突発事件が発生した場合は変更され乱
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（1）
（??
（??
（4）
（5）
（6）
設備投資が必要になった場合
天災等による災害が発生Lた場合
いちじるしい経済変動が生じた場合
税金の課税率に変更のあった場合
大きた設計施工のミスがあって，かなりの損失が生じた場合
大口の貸倒が発生した場合
　また，同杜におげる付加価値は，経理上算出される売上総利益とほぼ一致す
る。それは同杜がいわゆる自家生産を行なわず，設計・施工を中心とLたエン
ジニヤリソグ会杜であることからすれぼ当然であろう。
　たお，以上の配分方式は，労便問の覚え書によって決められている。また，
配分計算の対象にたるのは，杜員（部長から嘱託までを含む）だけで，役員・
工員・臨時工は除かれる。同杜の従業員は627人，そのうち521人は杜員によっ
て構成されている・
　同杜は2年前に付加価値配分方式を採用したのだが，いわゆる成果配分方式
に類似した方法はそれ以前にも行なっていた。毎期の売上総利益を参考にLて，
賞与を決定するという方法をとっていた。したがって，付加価値配分方式の適
用はかなりスムースに行改われたのである。
　この方式の適用後，会杜側の説明によると，次のようた利点が明確になった
という。
自動的に給与および賞与が決定できる。
従業員の勤労意欲が増カロした。
従業員の原価意識が向上した。
労使双方の利害の一致する面が見いだせる。
経営能率について管理責任が明確にできる。
人員計画の立案が容易になった。
厚生福利費も付加触値のなかに計上されるので，厚生福利費の限度が自ら
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　決定される。
（8）過剰人員の生ずる危険がなくな私
　会杜側は，現在のところ付加価値配分方式適用後の成果に溝足しており，と
くに欠点としてあげられるべきものは見いだせないという。
　同杜は付加価値配分方式採用にあたって，いわゆる付加価値計算の理論にこ
だわらず，またラッカー・プランその他の方法をそのまま適用せず，同杜の現
状にあった方式を考案するのに薔心したという。
　たしかに苦心のあとはあらわれているが，しかし採用してまだ2年であり，
会杜側としてもまだこの方式の適用について100パーセソト軌遭にのったとは
考えていないようである。今後の経過を慎重に見守りながら，欠階が生ずれぼ
それを修正して，しだいに完成されたものに仕上げていくつもりという。
　なお，問題は付加価値にもとづく労働配分額が減少した場合，賞与は低くな
り，ときとしてはゼロになることになるが，この点について，従来におげるわ
が国の憤行を尊重して，最低限度を設定して，それまでは支給するか，または
そのような場合には賞与はまったく支給しないことにするかは聞題のあるとこ
ろである。
　最低隈度を設定して支給するとすれぼ，反対に最高隈度を設定し，それをオ
ーバーした分については会杜側カ溜保して，付加価値減少時に備えるという方
法をとらねぼたらない。この点，どちらでいくか，必ずしも明確な態度は会杜
側でもまだかたまっていないようだo
5。　その他の事例における付加価値配分方式
付加価値配分方式は，その他各種の企業において，その適用が種々試みられ
ている。つぎにそれらの事例のなかから
二，三のものを紹介しよう。
　N特殊陶器
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とくに注目にあたえすると思われる
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　この会杜の配分方式は，さきにあげたNピストソリソグや丁熱学工業とくら
べて，いくつかの点で異なった内容をもっている。この会杜の配分算式はつぎ
の通りである。
報奨金総額一・，…円・全従織・／当月生産額去当月販売額一（王要材
料費十買入部品費・内装用包装材料費・外注加工費・割戻金額）／削％
　当杜の場合は，毎月の付加価値を測定し，その結果を次月の報償金に反映さ
せるという方式をとっている。アメリカでは，付加価値を毎月測定するという
この方式がむLろ一般的といわれるが，労働刺戟的効果を期待するとすれば6
ヶ月また1ヶ年の決算期ごとに付加価値を測定するわが国の一般的方式よりも
効果的といわれている。またこの会杜は，全従業員数に1700円を乗ずることに
よって報償1金源資の固定部分を確保し，さらに付加価値に対し3．1パーセソト
を乗ずることによって変動部分を算出するという方式をとっている。これは，
いわゆる増分付加価値配分方式を応用したものといえる。
　生産高と販売額とを相カ回して平均するという方法はNピストソリソグで実施
して以来わが国企業の付加価値配分方式の一つのパターソとなったが，これは
生産高のみを基準として配分すると期末におげる製品・仕掛品の在高が期始に
くらべて異常に増加した場合，会杜の資金繰りをいちぢるしく圧迫するという
点からとられた方法である。
　なお，この会杜の場合，他に個人配分法も併用しており，一人当1700円の固
定報償都分は従業員に対する最低の報償額を意味しているわけではたい。
I　農　機
　当杜は，増分付加価値配分法に分配率その他の変更条件を付げた特異な配分
法を実施している。当杜の配分算式をつぎの通りであ乱
／／年産高十（販苧賊控除）一（主要材料費・買入部品費推費）一
（他人資本利子・α）一（減臓費・／）／一労務費固定部分〕・1一労務費
変動部分配分額
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　　　　　　α＝他人資本利子修正係数
　　　　　　β＝減価償却費修正係数
　　　　　　γ＝労働分配率
　この算定式のたかで，α，β，γについてはそのときどきの条件を加味Lて
2年毎に検討し必要があれぼ修正する。
　この会杜の場合，他人資本利子および減価償却費を前給付原価に算入して付
加価値から控除し，更に修正係数をもって修正するところに，これまで事例と
してあげたものにくらべていちぢるしい特殊性が見出される。またN特殊陶器
の場合と同様に，増分付加価値分配をもって配分する方法をとっており，しか
もこの分配率は，他人資本利子や減価償却費に対する修正係数とともに2年ご
とに検討し，場合によっては変更することになってい乱このように分配率お
よび他人資本利子・減価償却費の修正係数を定期的に検討し変化せしめるのば
企業構造や経済環境の変化に正しく適応することを目指したものだという。ま
た減価償却費を前給付原価に算入するのは，設備投資Lた資本の回収を完全に
し，また他人資本利子を控除するのは，それが企業自体で自由に処理できるも
のではなく，契約によって企業外部者に支払われるものだから，わが国の企業
のように他人資本の依存度の高い場合には，これを付加価値に算入すれぼ資本
側の負担が大きくたり，企業の資本維持と調達を困難にするおそれがでてくる
という理由に基づいている。しかし，とくに他人資本利子を付加価値の控除項
目にするという考え方に対しては，いろいろ異論も多いことと思われる。
　他人資本利子を控除するという考え方は・古くはニヅクリヅシュなどの主張
にも見出されるところであり，近年は日経連あたりでも推奨している方法であ
るが，しかし他人資本利子を付加価値の控除項目とすると，付加価値が操業度
のいかんによって大きく変動し，付加価値と賃金総額との関係がみだされるお
それがある。
　また他人資本利子はそのときどきの市場利子率および企業の資本構成のいか
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んによっても大きく変化するので，この点でも付加価値測定にあたっての不都
合な面が生ずるであろう。もっとも当杜の場合，修正係数をもって定期的に修
工する方法をとっているのだが，どのように修正するかについては，かたり困
難な間題が生ずるものと予想される。
　つぎに減価償却費を付加価値の控除項目にすることについても，他人資本利
子とほぼ同様の問題が提趨される。
　滅価償1却費を付加価値の控除項目とする方法は，たとえばレーマソなどが強
く主張しているところであるが，減価償1却費を控除項目とすれぱ，資本側から
■は資本の回収が理想通りできるという長所はあっても，反面付加価値と賃金総
額との相関関係がみだされるなどの欠点がある。また減価償却費のように計算
の根拠が比較的不明確な項目を事前に控除すると，労働老の不信を増大させる
といった問題がある。したがって，減価償却費を事前に控除する場合は，よほ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）どこの点を明確にLないとかえって失敗の原因をつくることになる。
　I農機の場合は，減価償却費に修正係数を乗ずるという方法をとっているが，
それは税法限度額に拘束されず企業の必要とする減価償却費を計上することを
目的としているものと考えられる。これは資本の回収を完全にするという観点
からすれぱ合理的であるが，他方労働者との関係については余計問題があると
いわねぼならないだろ㌦Lたがって，もLこの方法を導入するとすれぱ，労
働組合の意見も十分尊重しながら合理的に算定する必要がある。もっとも，こ
のように修正係数の決定が合理的に行なわれれぼ，かえって他の方法よりも円
滑な運営が期待できるかもLれない。
　つぎにこの方法は，分配率についても2年ごとに労使交渉によって検討する
ことにたっている。分配率をそのときどきの状況を考慮して，場合によっては
変更するという方法は，すでに丁熟学工業の事例においても説明したところで
ある。このようた方法は結局源資のとり合いになるので付加価値配分方式を根
本的に否定するものであるという意見もある。しかし経営はつねに発展し，新
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たな製品の開発や生産設備の建設・更新などはしばしば生ずる間題であり，玄
たアメリカなどと異なって，わが国の経済は変動の波が大きく，それによって
企業の受ける影響はきわめて大きいことなどを考えると，むしろ分配率を固定
化することの方に問題があるというべきだろう。
　D製作所
　当杜の付加価値配分方式は，とくに投下資本の完全回収を前提とした方法を
実施している点に特色がある。同杜の配分算式はつぎの通りである。
　設備借入金返済額一減価償却費＝投下資本に対する最低必要利益
　現在の固定費十投下資本に対する必要利益十配当金十必要積立金留保＝藤
　　　　　　　　　　　　　　　　　1一法人税率
　　準生産価値
　遇去1年の人件費÷標準生産価値＝標準分配率
　当期生産価値×標準分配率＝当期配分総額
　生産価値＝（売上高±仕掛品・製品増滅高十自家生産高）一材料費十外注費十
　　間接材料費十動力費）
　この会杜の場合，生産価値という名称を用いているが，これは付加価値と厨
義である。この会杜の配分方式は，資本回収の確保に重点をおいているわけだ
が，この資本回収の意味は，設備投費した場合の借入金の返済を減価償却費括
よび利益によって確保しようというところにある。この方法によれぱ，一応理
論上は資本回収が十分できることになるが，しかし，実際においてこのプラソ
通りの回収が可能かどうかは多分に問題のあるところだろう。
　（注）減価償却費を付加価値に算入することの闇題については，拙稿「二つの生産性
　　　測定論」を参照されたいo
6．間題の総括
　Nピストソリソグのように・長年この方式を実施しながら，いろいろな問題
から中止するにいたった企業も少なくたいが，その反面，現在も実施中の企業、
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新たに探用する企業も少なからず存在し，現在ではまさにこんとんとした様相
を呈しているo
　この事実は，付加価値配分方式の複雑さと多様性を示すのに十分であろう。
　付加価値配分方式に対して現在提起されている批判は労働と資本との2つの
側面から行たわれてい肌最近，この方式を中止した企業も，（1）不況の影響に
よってべ一ス・アヅプが思うように実施できなくなったことに対する組合側の
不傭が原因になっている場合と，（2）反対に，設傭投資による合理化の成果のあ
る一定部分が労務費となって流出するため，十分な資本回収ができないという
資本側の不信が原因になっている場合とに分けることができる。
　Nピストソリングの場合には，後者に属すると考えられるがなかにはK精機
やC光学のように前者が原因となって中止したところも少なくない。
　ことに昨年の不況期には，この問題が表面化して，行きづまった企業が多い。
　いずれにしても，その原因が労働の側にあれ，資本の側にあれ，行きづまっ
た企業のほとんどすべては，労働分配率を過去の配分実績を基礎にして決定
し，それを固定化するという方式をとっていた。
　この事実は，きわめて重要な示唆をわれわれにあたえるように思われる。
　分配率を固定化するというラッカー・プラソの思想は，わが国の企業にはき
わめて受げ入れがたいものであることがこのことからも明らかであ私
　もっとも，Nピストソリソグの分配率48・35パーセントは，会杜側の主張す
るように昭和37年当時においては高過ぎたように思う。それはつぎの資料から
も明らかである。
　　　　　労働分配率推移（日銀調べ）
　　　　　　　　　昭和33年上期　　　昭和37年下期
　　製造業平均　47・18　　　40，52
　　機械製造業　55．16　　　42，37
このように48，35パーセソトという分配率は，昭和33年当時はむしろ低すぎる
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くらいであったが，設傭の近代化が進むにつれてわが国産業全体の労働分配率
はかなりの低下を示しており，このなかにあってNピストンリソグだげが高い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）労働分配率を維持することはきわめて困難であろうことは容易に考えられる。
　（わが国産業全体の労働分配率の落差が一般に大きすぎるという，産業構造
上の問題はここでは触れないことにする）
　もっとも同杜の場合，組合への配分額が一定額以上になった場合，会杜側が
その半分を留保するようになっているが，その留保部分をめぐって，会杜側と
組合側との問に対立が生じたのは不幸であった。
　このような設備近代化にともなう労働分配率の間題を解決するための方策は，
現在3つの面から提起されている。
　その第1は，すでにのべた増分付加価値の分配率を間題にするという考え方
である。わが国の場合，労務費はアメリカなどにくらべて硬直的であるから，
労務費を最小自乗法によって固定都分と変動部分に分割し，変動部分と付加価
値との関係から固定的な配分率を見いだそうとするのである。本論の事例では
N特殊陶器およびI農機が採用Lている。
　この方法によれば，付加価値が増加すれぼするほど相対的に分配率は減少し，
その部分が設備近代化に対する回収部分にたる。
　しかし，この方法にはすでにのべたようにいくつかの問題がある。たしかに
全製造業平均とか，産業別平均において間題にする場合には，個々の企業の差
異や異常値が比較的相殺されて統計的にも好まLい数値がえられるであろ㍉
が，個々の企業においては，設傭投資，製品価椿の下落，操業度の異常な変動
などの理由によって数値が大きく変化する可能性があるわげで，この点きわめ
て大きな問題が生ずるものと思われる。I農機の場合は，この点分配率を変化
させることによってある程度弾力的な適用を試みている。
　また，労務費の固定部分といっても，それは計算上単に仮定された数値に過
ぎず，分配率の変化によってそれは変化する可能性がある。Lたがって，増分
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分配率の考え方を個々の企業において実際に適用することは，かなりの無理が
あるといわねぼならないだろう。
　第二に，分配率をそのときどきの経済の変動，経営構造の変化，技術革新た
どを考慮しながら，一定の間隔をおいて再検討するという方法が提案されてい
る。この方法は，結局は労使間の分配率の敢合いになるので，意味がなくなる
という批判もある。しかし，すでにのべたようにそのときどきの条件を考慮L
ながら配分問題を考えるということに重大な意義があるのではないだろうか。
配分に関する労使間の論争もやむを得ないし，むしろ論争すること自体にも意
味があると考えられる。
　この方法では，賃金を成果配分方式だげによって決定するという思想は後退
L，成果配分という観点を賃金決定のひとつの要素とするという形になること
もありうるが，このような弾力的な運用こそが，賃金問題という複雑かつ困難
な問題を適切に処理する場合に不可欠なことであろ㌔
　それはともかく，丁熱学工業が分配率変更の条件をあらかじめ協定したこと
は，周到な配慮というべきである。
　設備近代化にともなう労働分配率問題を解決するための第3の提案は，付加
価値の算出にあたって，減価償却費を事前に控除するという方法である。この
方法は，①，減価償却費は固定費なので付加価値と労務との関係がみだされるo　l
②，減価償却費は計算の基礎が必ずしも明確でなく労働老の付加価値算出に対
する不信を増大させる，などの理由から問題があるが，資本回収の見地からす
れぱ妥当な面もないではない。要は，計算の基礎を明確にし，また分配率の検
討を定期的に行なえぼ探用の可能性は存在すると考えられる。もっともI農機
のように支払利子まで控除するのは行きすぎで，また同杜のようにあまり複雑
な配分計算を実施すると，かえって失敗するという事例がしぱしぱ生1二ている
点にも注意すべきであろう。
　（注）Nピストンリングの場合，付加価値配分方式中止後，人伜費に対する分配率は
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明らかに低下を示しているoこの事実からすれぱ，この方式の中止は会杜側に有
利，組含側に不利な結果に底ったのであ飢筆者は種々な事情から組合側のこの
問題に対する見解を直接閨く機会はえられなかった岩；，その後調査Lたところ，
組合側としても，48．35バーセントという分配率では昭和37年現在では会杜にと
ってきわめて無理であるという事情はわかっていた。しかしながら，とにかくこ
の時期まで上記分配率をもって配分方式を実施Lたことが賃金の上昇に大いに役
立ったという点を高く評価しているようである。
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